
令和６年４月１日付け
組織改正及び人事異動について
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今治市
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令和６年度行政組織の改正について

令和３年２月に徳永市政がスタートして以
来、 「市民が真ん中」の理念のもと、マニフェス
ト実現に向けた体制整備を図るため、令和４年
度・５年度と大幅な機構改革を実施しました。

令和６年度はマニフェスト実現に、職員一丸と
なって取り組むため、組織改正は必要最小限に
とどめました。

なお、「役職定年制」の導入に伴い、「特別補
佐官」、「政策推進官」、「担当官」などの係長級
ポストを新設し、対象者を配置しました。



「市民が真ん中」の政策実現に向けた組織改正
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しまなみ海道利用促進と通行料負担軽減への対応１

子育て支援施策の充実２

産業振興分野の強化

工事発注の平準化や適正な工期確保など、建設関連業務

を改善するための司令塔となる「建設企画室」を、道路課内に

新設します。

令和６年度から市営住宅の管理が指定管理者制度に移

行されることに伴い、「住宅管理課」を「建築課」へ統合し、課

の名称を「建築住宅課」に変更します。

しまなみ海道利用促進と通行料負担軽減に向けた

新たなフェーズに全庁挙げて取り組むため、現在「道

路課」に設置している「しまなみ海道利用促進係」を、

今治市の交通政策全般を所管する「地域振興課

交通戦略室」内に移管します。

①こどもが安心して過ごすことができる場の整備やこどもの視

点に立った多様な居場所づくりを推進するため、「こども未

来課」に「こどもの居場所係」を新設します。

②ネウボラ政策課に「こども家庭センター」を設置します。

③今治版ネウボラの遊び場サテライトとしての公園整備を推

進するため、「公園緑地課」に「整備係」を新設します。

①ＡＩ人材育成やオープンイノベーションなど多くの企業を巻

き込んだ新規事業を展開していくため、「産業振興課」に

「イノベーション推進係」を新設します。

②農林水産課内に、森林環境譲与税を活用した森林整

備や担い手確保等の事業を積極的に推進するため「林

業振興室」を、また、水産資源の保護や漁業振興を図る

ため「水産業振興室」を新設します。

４ 建設業の2024年問題解消への支援



「市民が真ん中」の政策実現に向けた組織改正
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子育て支援施策の充実

５ 魅力発信チームの発足、終活サポート消防勤務体制の二部制への移行

４

消防隊員や救急隊員の24時間交替の勤務体制

を見直し、現行の三交替制から二交替制に移行する

ための組織改編を行うことで、救急要請に対する迅

速な部隊の増強、柔軟な部隊編成を可能にし、対

応力の向上等を図ります。

６

秘書広報課に「魅力発信チーム」を発足させ、戦略

的情報発信に努めます。また、福祉政策課に「終活

サポートセンター」を設置します。



異動総数 ４７９名（※前年度４５３名）
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内 訳 今回 前年度 比較

部 長 級 ９名 ７名 ２名

次 長 級 １４名 １８名 ▲４名

課 長 級 ４０名 ３５名 ５名

課長補佐級 １１７名 １２８名 ▲１１名

係 長 級 １４６名 １２７名 １９名

班 長 級 １名 １名 ０名

一 般 職 員 １５２名 １３７名 １５名

合 計 ４７９名 ４５３名 ２６名

異動率 36.18％ 479名/1,324名（令和５年４月 34.11％ 453名/1,328名）
※消防異動者数 154名 ・ 消防除いた異動者数 325名（令和５年４月 96名 ・ 357名）



定年を延長した職員の配置について
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役 職 人 数

部 長 級 ４名

次 長 級 ３名

課 長 級 ３名

支 所 課 長 ２名

課長補佐級 ９名

係 長 級 ２名

班 長 級 ２名

合 計 ２５名

来年度の意向 人 数

定年延長 １５名

短時間勤務 ４名

退職 ６名

合 計 ２５名

役職別 意向別



(１) 昇任者総数 ８４名（※前年度９８名）
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内 訳 今回 前年度 比較

部 長 級 ５名 ４名 １名

次 長 級 １０名 ８名 ２名

課 長 級 １５名 １６名 ▲１名

支 所 課 長 １名 ３名 ▲２名

課長補佐級 １８名 ３６名 ▲１８名

係 長 級 ３５名 ３１名 ４名

班 長 級 ０名 ０名 ０名

合 計 ８４名 ９８名 ▲１４名



(２) 新規採用者総数 ４７名（※前年度31名）
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内 訳 今回 前年度 比較

行 政 事 務 ２９名 １７名 １２名

学 芸 員 １名 ０名 １名

技 師 ２名 １名 １名

消 防 職 員 ８名 ４名 ４名

保 健 師 ２名 ２名 ０名

保 育 士 ４名 ６名 ▲２名

船 員 １名 １名 ０名

合 計 ４７名 ３１名 １６名

※令和５年度に採用を決定した職員の内、２名は令和５年１０月１日付で既に採用済。



(3) 女性職員の採用及び登用

9

令和６年４月１日 令和５年４月１日

役 職 昇任者数 総人数 全体割合 昇任者数 総人数 全体割合

管 理 職 員 １０名 ５０名 13.26％ １２名 ４７名 12.27％

部 長 級 ０名 ０名 0.00％ ０名 ０名 0.00％

次 長 級 ０名 ０名 0.00％ ０名 ０名 0.00％

課 長 級 ２名 ３名 3.95％ ０名 １名 1.33％

課長補佐級 ８名 ４７名 17.67％ １２名 ４６名 16.73％

係 長 級 １１名 ８１名 27.74％ １０名 ７８名 28.57％

合 計 ２１名 １３１名 ２２名 １２５名

新規採用職員 ２４名 51.06％ １６名 51.61％



(4) 人事交流（派遣）1８名（※前年度1７名）
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内閣府 １名【継続】
国土交通省海事局（※相互派遣） １名【継続】
経済産業省 １名【継続】
愛媛県（※相互派遣） １名【継続】
愛媛県サイクリングしまなみ担当部署 ２名【継続】
愛媛県東京事務所 １名【継続】
愛媛県後期高齢者医療広域連合 ３名【継続】
愛媛地方税滞納整理機構 １名【継続】
公益財団法人えひめ地域活力創造センター １名【新規】
一般社団法人しまなみジャパン １名【継続】
株式会社今治あきない商社（Ｒ5.6～新規） ５名【継続】



(５) 人事交流（受入）
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国土交通省海事局（※相互派遣） １名【継続】
愛媛県（※相互派遣） １名【継続】

総務省「地域活性化起業人制度」の活用による企業人材派遣受入
日本航空株式会社 １名【継続】

「企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）」の活用による企業人材派遣受入
第一生命保険株式会社 １名【新規】


